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1．はじめに

日本政府は 2050 年までに温室効果ガスの排出を
全体としてゼロにする，カーボンニュートラルを目
指すことを宣言している．この目標を達成するため
には，エネルギー需給において再生可能エネルギー
による供給比率を現在より大幅に増加させる必要が
ある．第 6 次エネルギー基本計画 1）の 2030 年度に
おけるエネルギー需給の野心的な見通しでは，国内
の総供給量に占める再生可能エネルギーの比率を，
現在の約 20％から，36 ～ 38％にまで高めるとして
おり，中でも主力の 1 つとして期待される太陽光発
電による供給を，14 ～ 16％とすることしている．
この供給率は 2019 年度時点での太陽光発電による
供給率（6.7％）の 2 倍以上である．
　気候変動緩和の観点では，このような太陽光発電
による供給量の大幅増が欠かせない一方で，限られ
た国土において大規模な発電施設建設を行ってきた
結果，必ずしも好適とはいえない広範な立地条件で
の施設建設が行われるようになり，社会的な問題も
生じている．自然生態系への影響，土砂災害リスク
との関連性，景観上の問題など，様々な社会的な課
題が指摘されてきた．自然生態系への影響としては，
施設建設に伴う土地利用・土地被覆の改変により起
こる，生息地の喪失や分断化が主要な影響と考えら
れている．地表植生の除去そのものによる生息地の
喪失のほか，光環境や気温，降水量など微気候条件
の変化も生息環境を大きく改変する可能性がある．
このような影響を懸念し，日本生態学会も専門家向
けガイドラインを出している 2）．施設周辺部での土
砂輸送や水文プロセスの変化は，自然環境だけでな
く，災害リスクにも影響を与えうる．平成 27 年 9
月関東・東北豪雨の際には，鬼怒川の河畔砂丘を掘
削して太陽光発電施設が建設されていた場所から溢

水が生じたとされている 3）．景観に関しては，影響
を懸念して発電施設建設を規制する条例を制定する
地方公共団体も多く，例えば静岡県富士宮市の「富
士山景観と再生可能エネルギー発電設備設置事業と
の調和に関する条例」，岩手県遠野市の「遠野市景
観資源の保全と再生可能エネルギーの活用との調和
に関する条例」などが挙げられる．
　世界的にも，太陽光発電施設の立地適正化は注目
されている課題である．筆者らが専門とする自然生
態系への影響の観点では，Rehbein et al. 2020ら4）が，
発電容量 10MW 以上の大規模な太陽光発電施設お
よび風力発電施設のうち，約 12％もの施設が自然
保護地域内に建設されていることを指摘している．
国際自然保護連合（IUCN）も，太陽光発電施設お
よび風力発電施設による生物多様性への影響を懸念
し，影響緩和のためのガイドライン 5）を出版して
いる．
　今後の太陽光発電施設の導入拡大は，社会的な問
題を起こさないような適切な立地での建設を誘導す
るような施策や，影響を緩和する技術・工法などに
より，課題を解決しつつ進めていく必要がある．課
題解決を効果的に進めるためには，まず，現状での
太陽光発電施設の立地の特徴を理解することが欠か
せない．
　本稿では，現在の国内の太陽光発電施設の設置状
況について著者らのグループで統計学的な解析を
行った事例 6）を紹介する．

2．方法

　本稿で紹介する解析は，既存の太陽光発電施設の
分布データを統計学的モデルにより解析し，施設分
布と関連性の高い立地条件を把握するアプローチを
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electrical-japan/）の点情報をもとに，衛星画像
（Google Maps, Planet Explorer, Planet Labs, San 
Francisco, CA, USA）上で施設全体の範囲を特定し，
デジタイズした．発電容量が 10MW 以上の施設を
大規模施設，それより規模が小さいものを中規模以
下とした．
　立地条件としては，気候条件として冬季降水量，
地形条件として傾斜，標高，丘陵陰影指数，社会的
条件として地価，道路密度，人口密度，土地利用，
災害に関する条件として，土砂災害危険箇所と河川
近接度，自然環境の保全に関する条件として，保護
地域であるかどうかを考慮した．冬季降水量は
AmeDAS から取得した 1981-2000 年の 12-2 月の平
均値，地形は国土地理院と国土交通省のデジタル標
高モデル（DEM）10）から，QGIS のラスターツール
を用いて丘陵陰影指数，平均標高，傾斜を算出した．
土砂災害危険箇所であるかどうか（2 値），人口密度，
道路密度，地価は国交数値情報 11）から取得した．
土地被覆については，JAXA が提供する衛星画像に
基づく高解像度土地利用土地被覆図 12）と環境省の
植生図に基づく土地利用データ 13）から取得しカテ
ゴリー変数として解析に含めた．洪水リスクの指標
として，主要河道 14）からのユークリッド距離を用
いて河川近接度を算出した．最後に，国際保護地域
データベース（WDPA）15）から取得したデータにも
とづき，保護地域として指定されているかどうかを
考慮した．WDPA の定義による保護地域には，国
立公園，国定公園，国指定鳥獣保護区，都道府県指
定鳥獣保護区，保護水面，生息地等保護区，厳正自
然環境保全地域，ラムサール条約指定地，都道府県
立自然公園，都道府県自然環境保全地域，緑の回廊，
共同漁業権区域，沿岸水産資源開発区域，指定海域，
UNECSO エコパーク，UNESCO 世界遺産，世界自
然遺産が含まれる．
2.2　統計解析
　本解析では，生態系分野で近年，急速に発達した
統計解析手法である，生物種分布推定モデルを太陽
光発電施設の分布に応用した．
　生物種分布モデルは，様々なアルゴリズムの統計
モデルを用いて，環境条件と生物種の分布との関係
を解析する手法である．一般化線形モデルや一般化
加法モデルなどの，古典的な回帰モデルも用いられ
るほか，ランダムフォレスト，ブースティッド回帰
木などの，機械学習モデルも用いられる．
　特に近年多用されているのが，Maxent16）という
機械学習モデルで，これは統計学的には，ポアソン

取っている．
　従来，太陽光発電施設の好適立地の検討には，再
生可能エネルギーの存在量や利用性に基づいて算出
するポテンシャル値がよく用いられてきた．例えば，
世界規模で算出されたものには，DPI（Developmental 
Potential Index）がある 7）．国内での代表的な公表
値である，環境省の再生可能エネルギー情報提供シ
ステム（REPOS）8）で提供している導入ポテンシャ
ルは，全再生可能エネルギー量に，技術的な利用可
能性や法令・土地用途等の制約，事業性等を考慮し
て算出したものである．REPOS の導入ポテンシャ
ルでは，利用性等の観点から急傾斜地や林地が算出
対象外とされている．
　しかし，現実に建設されている太陽光発電施設は，
導入ポテンシャルの算出の際には除外されるような
好ましくない場所，例えば土砂災害リスクの観点で
も自然環境保全の観点でも懸念される急傾斜の林地
などにも建設されていることがある．また，ポテン
シャル値の算出で用いている利用性・事業性は，比
較的単純な仮定に基づいているため，経済性やアク
セスのしやすさ，規制条件など，諸要因が複合して
形成された現実のパターンとは一致しないことは容
易に想定される．実際，DPI は現実の太陽光発電施
設の分布との一致精度が低い 9）．
　そこで，本稿で紹介する解析では，既存施設分布
データに基づき，統計的に立地条件を解析すること
により，土地利用，自然条件，地形，人口や地価等
の社会的条件や自然保護区，土砂災害危険箇所等の
保全や安全配慮事項に関わる立地条件について，各
条件の影響を定量的に評価する．このことにより，
より現実的な施設立地条件を把握することが可能と
なる．
　この統計的な立地解析を行う際，施設規模の違い
に注目し，大規模施設（施設容量が 10MW 以上）
と中規模施設（0.5MW-10MW）に分けて解析を行っ
た．規模を分けて解析したのは，従来の立地に関す
る研究は多くが大規模施設について行われているこ
と，施設規模によって国の環境アセスメントにおけ
る扱いが異なること，規模によって建設可能な立地
が異なるであると想定されるからである．
2.1　本解析に用いたデータ
　太陽光発電施設の分布データは，2020 年時点で
登録されている，0.5MW 以上の施設容量をもつ国
内および韓国の施設の範囲を地図化した 6）．国内の
施設の位置情報は，Electrical Japan （http://agora.
ex.nii.ac.jp/earthquake/201103-eastjapan/energy/
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R（R 3.6.1）20）の spThin パッケージにより 21）地点
の間引きを，ENMeval22）パッケージにより Maxent
モデルの最適化および予測を行った．

3．結果

　国内でデータ化した施設総数は 8,725 件であり，
そのうち，大規模施設が 259 件，中規模施設が 8,466
件であった．面積にして合計 229.211 km2（日本の
国土の 0.079％），そのうちの 66.36％が中規模施設
であった．
　統計解析の結果明らかになった国内の太陽光発電
施設の立地の特徴としては，まず，中規模・大規模
いずれの規模の施設も，気象・地形や土地利用・社
会的条件などの，発電効率や施設建設上の利便性な
ど，経済性に関わる要因の影響が強く，土砂災害危
険箇所，河川近接度，保護地域などの安全性や自然
保護への配慮に関する要因の効果はごくわずかしか
ない（図 1）．
　地形条件としては，大規模施設は傾斜，中規模施
設は丘陵陰影指数（日当たり）の効果が大きい．大
規模施設はより安定的な地形条件を，中規模施設は
発電効率を重視した立地となっていると言える．冬
季降水量はいずれの規模でも中程度の影響がある．
　社会的条件については，いずれの規模でも，土地
被覆と人口の影響が大きい．人口に対する応答は，
中規模施設と大規模施設で異なり，大規模施設は人
口密度が高いほど建設確率が低下するが（図 2（a）），
小規模施設は中程度の人口密度で最も建設確率が高
い．中規模施設は，大規模施設に比して，より人口
密度の高い地域に多く分布しているといえる．これ
は，需要地への供給のしやすさと土地取得のしやす
さとのバランスによるものと考えられる．大規模施
設は，土地取得の困難さがより大きく影響すると考
えられ，土地被覆の影響が中規模施設より大きく
なっている．
　土地被覆のうち，特に二次草原，自然裸地，人口
裸地での建設確率が高い傾向は，いずれの規模の発
電施設でも共通している（図 3）．大規模施設は特
にこれらの土地利用に集中する傾向が顕著であり，
そのことが土地被覆の効果の大きさに現れている

（図 1）．中規模施設は大規模施設より幅広い土地被
覆において建設されており，農耕地（田，畑地）や
二次林・人工林においても高い確率で建設されてい
る．二次草原や農耕地，二次林は典型的な里地環境
である．人口減少に伴う里地の管理放棄が生物多様
性の第 2 の危機として生物多様性国家戦略に挙げら

点過程モデルに L1 正則化を加えたモデルであり，
在のみデータと呼ばれる，対象生物種の不在情報が
ないデータに適した統計学的性質を持っていること
が大きな特徴である 17）．また，Maxent は，他の統
計モデルに比して，分布推定の精度が最も高い手法
の 1 つである 18）．
　Maxent による分布推定解析は，大規模施設と中
規模以下の施設を分けて行った．施設分布が空間的
に偏っている場合，統計解析上の問題を生じること
が知られているため 19），各太陽光発電施設のセン
トロイドを取り，半径 500 m に複数の施設が存在
する場合は空間的に間引きした．MAXENT モデル
の関数タイプ（feature class）は，線形，二次，お
よびヒンジを用いた．モデルの精度を，中規模施設
のモデルについては 5 分割クロスバリデーション，
大規模太陽光発電モデルについては 3 分割クロスバ
リデーションで評価した．最適な正則化乗数は，モ
デルの精度指標である AUC および AICc に基づい
て，最適な値を選択した．解析は統計ソフトウェア

図 1　�太陽光発電施設の分布に対する各要因の寄与率（Kim 
et al. 2021 より改変）
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みである．地図上での分布パターンを見てみると，
山裾の地域で土砂災害危険箇所と発電施設の分布と
が重なっているケースが多いことが見て取れる（図
6）．

4．考察

　統計的な立地解析により，発電施設規模ごとの立
地特性，特に影響を大きく受ける生態系や，防災上
の課題を把握することができた．土砂災害に関して
は，改正地球温暖化対策推進法（令和 4 年 4 月施行）
において努力義務となった，地方公共団体の実行計
画での再エネ建設の促進区域の設定に際しては，急
傾斜地崩壊危険区域等が考慮が必要な区域とされる
ようになったが，十分な配慮内容となっているかど
うか今後も注視が必要であろう．

れているが，太陽光発電施設建設による開発影響が
追い打ちをかけている状況とも言える．さらに，保
護地域であるかどうかが建設確率にほとんど影響し
ておらず（図 1），多くの施設が保護地域内にも建
設されている（図 4，5）．その総件数は 1,027 件に
ものぼり，特に中規模施設の件数が多い．現状での
太陽光発電施設の立地は，残念ながら自然環境の保
全にはあまり配慮されていないと言えるだろう．法
令による規制の観点では，例えば国立 , 国定公園 ,
都道府県立自然公園の特別保護地区 , 特別地域では
工作物の建設に許可申請が必要であるものの，普通
地域では届出が一定規模以上のものに課されている
のみであるなど，保護地域であっても開発が強く規
制されていない区域も多いため，十分な抑止力と
なっていないと考えられる．建設時の環境アセスメ
ントに関しても，環境影響評価法によるアセスメン
トの対象は，第一種事業が 4 万 kW 以上，第二種事
業 3 万 kW 以上と大規模なものに限られており，
今回の分析での中規模施設は多くが対象外であり，
より自然環境への配慮がなされにくいと言える．地
方公共団体の条例は，より規模の小さいものを規制
していることもあるが，景観重視であることが多い．
　災害に関する配慮についても，河川近接度および
土砂災害危険箇所であるかどうかは，建設確率にほ
とんど影響しておらず，少なくとも現在までに建設
された太陽光発電施設の立地は，水害や土砂災害に
関しても配慮があまりされていないと言える．河川
近接度のみが大規模施設で中程度の影響があり（図
1），極端に河川に近い立地では建設されにくい（図
2）．土砂災害危険箇所については，大規模施設の場
合にわずかに建設確率が低下する傾向がみられるの

図 2　�各要因に対する太陽光発電施設の建設確率の応答関
数（Kim et al. 2021 より改変）

図 4　保護地域と太陽光発電施設の分布

図 3　�土地被覆ごとの太陽光発電施設の建設確率（Kim et 
al. 2021 より改変）
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